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要　旨
焦電型赤外線センサは、低消費電力・周辺機器が不要・人と物の判別可能・配線や信号処理回路が簡素などの
理由で、セキュリティ用途の人感センサに用いられてきました。近年では、人の在/不在を見分けて機器の動作
切り替えを行い、省電力や快適さ、便利さ向上の用途に応用されています。しかし、電子機器に搭載するセン
サには、大量生産に適した表面実装機やリフローはんだ付けに対応可能なこと、センサが低背であること、機
器内の他のデバイスから発する振動や信号の影響を受けにくいことなど、従来にはない要求があります。本稿
では、これらの要求を満たした焦電センサについて紹介します。
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1. はじめに

焦電型赤外線センサ（以下、焦電センサ）は、低消費電
力・照明などの周辺機器が不要、人と物の判別が可能、後段
の配線や信号処理回路が簡素などの理由により、従来セキュ
リティ用途の人感センサとして多く用いられてきました。
更に、近年の世界的な省電力志向により、焦電センサは家
電製品などの電子機器に搭載され始め、人が直近に不在であ
ることをセンサが検知した場合に機器の動作モードを切り替
えるアプリケーションに採用され、低消費電力に貢献してい
ます。また、人の在/不在を見分け、機器の動作切り替えをす
る用途は、生活の快適さや便利さを向上させる分野にも応用
され始めています。
しかし、電子機器に搭載するセンサには、大量生産に適し
た表面実装機やリフローはんだ付けに対応可能なこと、機器
の薄型化を妨げないようにセンサが低背であること、機器内
の他のデバイスから発する振動や信号の影響を受けにくいこ
となど、従来にはない要求があります。本稿では、表面実装
に対応するためにリフロー温度に耐え、高感度を実現した低
背の焦電センサを紹介します。

2. 焦電センサの原理

2.1 焦電効果

焦電センサの動作を、 図図1 と 図2 を用いて説明します。

図1は焦電センサの模式図です。焦電センサの電気的動作は、
焦電素子と接合型電界効果トランジスタ（Junction Field Effect
Transistor：JFET）により決定されます。焦電素子は非常にイ

図1   焦電センサの模式図

図2   焦電効果とセンサ出力電圧
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ンピーダンスが高いため、インピーダンス変換を目的とした
JFETはドレイン（D）端子が電源に接続され、ゲート（G）
端子に焦電素子が接続されます。赤外線が照射されると、焦
電素子から電荷が放出されゲート電圧が変動します。その結
果、ソース（S）端子から流出する電流量が変化し、外付けさ
れる抵抗両端電位差が変化することで赤外線の変動を検出し
ます。なお、焦電素子に赤外線が照射されていない時は、ド
レイン端子からゲート端子への漏れ電流と焦電素子抵抗分と
でゲート端子に電圧が印加され、ソース端子端に接続される
抵抗両端には直流電圧（以下、この直流電圧をオフセット電
圧と呼ぶ）が発生します。
図2に、赤外線照射有無と焦電センサ出力電圧の関係を示し
ます。（a）の期間は赤外線が照射されていない場合で、焦電
素子は自発分極という内部の電気的な偏りが発生しています
が、大気のイオンにより中和されています。見かけ上、焦電
素子から電荷が放出されていないため、センサ出力はオフ
セット電圧となっています。
（b）で赤外線が照射された瞬間に、焦電素子は温度上昇し
自発分極状態が変化し、その瞬間JFETゲート電圧が変化する
ためセンサ出力電圧も変動します。
その後、継続して赤外線が照射され続けても（b）の状態か
ら焦電素子の温度変化はないので、（c）のようにセンサ出力
電圧はオフセット電圧となります。
（d）において赤外線が遮断された瞬間に、焦電素子はその
温度や自発分極が（a）の状態に戻ろうとする変化が起こりま
す。したがって、この時のセンサ出力電圧はオフセット電圧
に対し（b）とは逆方向の電位となります。
その後、赤外線が遮断され続けても（d）の状態から焦電素
子の温度変化はないので、（e）のようにセンサ出力電圧はオ
フセット電圧となります。
以上のように焦電センサは、赤外線が照射された瞬間と赤
外線が遮断された瞬間にのみ出力するセンサです。

2.2 人感センサへの応用

前述の焦電効果は赤外線であれば波長依存性が低いため、
人感センサとして使用する場合には、センサの受光部に周波
数フィルタを取り付けます。人体が発する赤外線に相当する9
～10μm前後の波長のみが透過するバンドパスフィルタが理想
的ですが、コストなどの観点からロングパスフィルタを使用

図3   ロングパスフィルタの一般的特性

するのが一般的です。人感用途の焦電センサに使用するロン
グパスフィルタの一般的な特性を、 図3 に示します。この場
合でも、外乱などによる誤動作防止のために、短い波長域の
透過率は減衰するものを用います。
以上のように、焦電センサと周波数フィルタを組み合わせ
ることにより、検出範囲に人が入ってきた時と人が出て行っ
た時に信号を出力する人感センサが構成されます。

3. 焦電センサの基本特性

一般的に焦電センサは他のセンサと同様に、同一物理量の
入力に対して検知信号の電気的出力が大きいほど、使用する
側の扱い勝手が良くなる傾向にあります。
NECトーキンでは、焦電センサに使用する焦電材料の開発
から行いました。以下に、焦電材料の性能指標である材料評
価指数と焦電センサ出力電圧の関係を示します。

3.1 材料評価指数

焦電素子に用いる形状に個片化する前のブロックの状態で、
焦電材料の性能を判定する指標である材料評価指数Fvは、式
（1）で表せます。
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ここで、焦電係数λは式（2）で表せます。

このように材料評価指数Fvは、材料に急激な温度変化⊿T
を加えた際に発生する電流量 I を測定して算出できます。

3.2 材料評価指数と焦電センサ出力電圧

材料評価指数の違う焦電材料を複数水準作成し、同一形状
の焦電素子に加工し、同一構造のパッケージにそれぞれ組み

図4   測定系

図5   材料評価指数とセンサ出力電圧

込み、焦電センサにしました。これを 図4 に示す測定系にて、
各焦電センサの出力電圧を測定しました。
図4のように黒体炉から照射される赤外線は、メカニカル
チョッパにて1Hzに時分割されて焦電センサに受光されます。
焦電センサ出力を直流成分を除いてLock-inアンプにて測定し
ました。 図5 にその結果を示します。材料評価指数とセンサ
出力電圧は、図5に示すように直線関係を持ちます。これより
ブロックの状態で焦電材料の材料評価指数を測定・計算する
ことで、焦電センサの出力電圧が推測できます。それにより、
効率の良い新規材料開発が可能となり、図5に示したように弊
社が保有していた従来の焦電材料に比べて、センサ出力電圧
を大幅に向上できる焦電材料が開発できました。

4. センサ性能の改良

4.1 リフロー対応

大量生産する機器の組み立てには、表面実装機にて部品を
実装し、リフロー炉にてはんだ付けを実施する工法が多く用
いられます。そのため、焦電センサが表面実装に対応するた
めにはリフロー温度に耐えることが必要です。一般にリフ
ローによるはんだ付けは、260℃前後で数秒間行われ、これが
2回以上繰り返される場合もあります。
しかし、弊社の従来の焦電材料は、キュリー点と呼ばれる
転移温度がリフロー温度に対して十分に高くはなく、リフ
ロー炉を通すことで、材料評価指数に劣化がみられました。
弊社では、焦電材料の開発にあたりキュリー点を高くする
ことにも成功しました。 図6 に、センサデバイスに組み込み

図6   リフロー回数とセンサ出力電圧低下
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リフローを繰り返した場合の、センサ出力電圧の変化を示し
ます。弊社が保有している従来の焦電材料では、1回リフロー
をしただけで出力は60％以下に低下してしまいましたが、新
規に開発した材料は5回リフローを繰り返しても出力電圧の低
下はわずかです。

4.2 外乱耐性

電子機器内に組み込まれる用途の場合、同じ機器に組み込
まれる他のデバイスから外乱を受ける可能性が増えます。こ
れらに対応するため、構造面でさまざまな改善を取り入れま
した。ここでは機器内に多くみられる、振動を発生するデバ
イス、電磁波を発生するデバイスから影響を受けにくい構造
にした結果の一例を示します。
図図7 は、焦電センサをプリント基板にはんだ付けし、プリ
ント基板に振動を加えたときの、センサ出力電圧を測定した
結果です。プリント基板には振幅5μm、1Hzの振動を加えまし
た。赤外線が照射されていない状態のため、本来は出力電圧
に変化がないことが望ましいのですが、焦電センサの出力電
圧は振動によって変動してしまいます。焦電センサを実装し
たプリント基板に同じ振動を加えた場合、弊社の焦電センサ

図7   振動による出力電圧比較

図8   電界によるノイズ特性比較

は市販焦電センサに比べて、出力電圧の変動が約1/3になって
います。
図8 は、焦電センサ近傍に電界を発生させた時に焦電セン

サから出力されるノイズを測定した結果です。電界の周波数
を変化させても、市販焦電センサよりも弊社の製焦電センサ
のノイズ出力が小さい結果となりました。

5. デバイス化

前述の改善をはじめとした種々の施策を盛り込むことで、
表面実装に対応した焦電センサとして完成しました。完成し
た焦電センサの外観を 写真 に、基本仕様を 表 に示します。

6. むすび

本稿では、焦電センサの基本原理と、新たなアプリケー
ションに対応するために開発した、機器に組み込みやすいリ
フロー対応のセンサについて紹介しました。
今後もさまざまな機器で省電力化・小型化や快適さ、便利
さへの追求が拡大すると見込まれ、焦電センサの用途も広が
ると考えます。弊社では、更に特性向上、小型化を目指して
開発を進めていく所存です。
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写真   焦電センサ外観

表   焦電センサの基本仕様
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